
令和５年度 聴覚障害児支援中核機能モデル事業報告書 

 神戸市  

 

１．神戸市の現状と課題（本モデル事業の実施に至る背景・課題） 

【背景】 

 令和元年10月より、新生児聴覚検査の費用助成を実施（９割以上の新生児が受検）。 

 新生児訪問と４か月児健康診査の問診で、新生児聴覚検査及び精密検査の受検状況

の確認を行い、受診勧奨を行っている。 

 必要に応じて区の保健師が、保護者の不安に寄り添うとともに、早期治療と療育に

つながるよう支援を実施。 

 聴覚障害児の教育相談及び特別支援教育は、神戸市教育委員会特別支援教育相談セ

ンターや兵庫県立神戸聴覚特別支援学校、難聴特別支援学級（神戸祇園小・湊翔楠

中）、通級指導教室（きこえとことばの教室：市内８教室）において実施。 

 総合療育センターでは、療育の必要な難聴児に対して支援を実施。 

診療所での診察（耳鼻咽喉科）・リハビリ（言語聴覚療法） 

まるやま学園 難聴児クラスへの通園 

 

【課題】 

 新生児聴覚スクリーニング検査後のフォローアップの流れが明確ではなく、全件の

把握とフォローができていない。また、精密検査の結果、聴覚障害と診断された児

童の多くは、医療機関から療育機関や教育機関へつながっていると考えられるが、

実態を把握できていない。 

 区の保健師は保護者の不安に寄り添い、医療（治療）・福祉（療育）・教育へつな

ぐ役割を担っているが、対象者が少数であるためスキルアップの機会が少ない。 

 対象児童毎に、診断・治療の状況、支援の実績・経過などを、関係する機関で共有

する仕組みがなく、一層の連携が必要である。 

 ライフステージで支援機関が変わるたびに、保護者が幼稚園や学校等へ児童の状況

を繰り返し伝えなければならないことは非常に大きな負担となっている。また、家

族への聴覚障害児支援に関する情報提供が不足しており、保護者の理解力や説明力

の差によって聴覚障害児の支援に影響が及ぶ可能性がある。 

 聴覚障害児に携わる支援者が、小児難聴医療、療育や言語指導に関する知識を獲得

する機会が少なく、支援方法にばらつきがある。 

  

   上記の現状・課題を踏まえ、医療・保健・福祉・教育の連携を強化し、聴覚障害児

とその家族に対して適切な情報提供と切れ目のない支援を行うことを目的として、

令和４年１月より本事業を開始した。 

   本事業は、聴覚障害児支援の中核機能を、神戸市立医療センター中央市民病院耳

鼻咽喉科「総合聴覚センター」に整備し、専門的な知識・技術を活用して実施してい

る。  



２．神戸市におけるこれまでの活動・取組 

（１）新生児聴覚検査費用助成事業（制度開始 令和元年10月1日） 

 新生児の聴覚障害を早期に発見し、早期療育・支援につなげ、こどもの健全な成長・

発育を促すことを目的として、新生児聴覚スクリーニング検査の費用を助成 

（上限額：自動ABR検査5,000円、OAE検査3,000円） 

（２）神戸市総合療育センターの設置・運営 

 聴覚障害児にも対応する療育機関として、診療所・児童発達支援センターを運営 

（３）就学後の聴覚障害児に対する支援 

 神戸市教育委員会特別支援教育相談センター、難聴特別支援学級、通級指導教室（き

こえとことばの教室）を設置 

 

 

３．本事業での取組 

（１）協議会の設置について 

 

１．神戸市聴覚障害児支援協議会 

①協議会の構成員 

  所属・役職 

精密聴力検査機関 兵庫県立こども病院 耳鼻咽喉科 科長 

神戸大学医学部附属病院 耳鼻咽喉・頭頸部外科 助教 

医療機関 神戸市産婦人科医会 理事 

兵庫県耳鼻咽喉科医会 福祉医療成人委員 

神戸市小児科医会 会長 

助産師会 神戸市助産師会 副会長 

療育機関 神戸市総合療育センター部長（診療担当） 

神戸市総合療育センター係長 

（神戸市立まるやま学園 難聴児クラス担当） 

特別支援学校 兵庫県立神戸聴覚特別支援学校 校長 

当事者団体 人工内耳親の会 会長 

神戸市聴力言語障害者福祉協会 事務局長 

聴覚障害者情報提供機関 兵庫県立聴覚障害者情報センター 管理者 

事務局 神戸市立医療センター中央市民病院  

総合聴覚センター長・耳鼻咽喉科部長・コーディネー

ター 

※ 行政機関：こども家庭局、福祉局、教育委員会事務局より職員出席 

 

 

 

 



②協議会の開催回数：１回 ※対面及びリモートにて実施 

 ＜第４回神戸市聴覚障害児支援協議会＞ 

 開催日：令和５年９月14日（木） 

 議題 

〇報告事項 

（1） 令和４年度実績報告及び令和５年度事業計画 

（2） 当事者（人工内耳親の会）からの報告 

「難聴児の一日～難聴児を育てる上での、困難、心配事など」 

（3） 医療と保健が連携した「養育支援ネット」推進事業 

（4） 先進自治体（広島県・静岡県）の事例紹介 

〇協議事項 

（1） 神戸市聴覚障害児支援 デジタル情報システム作業部会について 

 出席状況：兵庫県立こども病院 耳鼻咽喉科 科長の代理で部長が出席 

     神戸市助産師会 副会長 欠席 

神戸市総合療育センター部長（診療担当） 欠席 

 

２．神戸市聴覚障害児支援デジタル情報システム作業部会 ※神戸市独自 

①作業部会の構成員 

  所属・役職 

精密聴力検査機関 兵庫県立こども病院 耳鼻咽喉科 科長 

神戸大学医学部附属病院 耳鼻咽喉・頭頸部外科 助教 

医療機関 神戸市産婦人科医会 理事 

兵庫県耳鼻咽喉科医会 同神戸地区医会 幹事 

神戸市小児科医会 会長 

助産師会 兵庫県助産師会 副会長 

事務局 神戸市立医療センター中央市民病院  

総合聴覚センター長・耳鼻咽喉科部長 

※ 行政機関：こども家庭局より職員出席 

 

②作業部会の開催回数：４回 ※対面及びリモートにて実施 

＜神戸市聴覚障害児支援デジタル情報システム作業部会＞  

 開催日：第２回：令和５年７月６日（木） 

    第３回：令和５年８月３日（木） 

第４回：令和６年１月11日（木） 

第５回：令和６年２月１日（木） 

 議題 

(1) 新生児聴覚スクリーニング検査から精密検査実施までの既存の体制 

(2) 神戸市聴覚障害児支援デジタル情報システム仕様と運用の検討 



 出席状況： 

神戸大学医学部附属病院 耳鼻咽喉・頭頸部外科 助教  第２回欠席 

兵庫県耳鼻咽喉科医会 同神戸地区医会 幹事          第４回欠席 

神戸市小児科医会 会長  第２回および第４回欠席 

兵庫県助産師会 副会長  第２回および第３回欠席 

神戸市こども家庭局    第５回欠席 

 

３．コーディネーターについて 

①職種及び経験年数 

 職種：言語聴覚士 

 経験年数：42年 

 

②主な役割 

 関係機関との連携・家族支援・巡回支援の主たる実施者 

 協議会・研修会の実施における関係機関との連絡調整 

 

（２）関係機関との連携 

①現状 

 神戸市総合療育センターでは、兵庫県立神戸聴覚特別支援学校、通級指導教

室（きこえとことばの教室）、神戸市立医療センター中央市民病院それぞれ

の機関との定期的な連絡会を開催し、連携を図ってきている。 

 聴覚障害児を支援する各機関において、個々の具体的なケースを通じ、連絡

調整が行われている。 

 

②実施内容及び手法 

 コーディネーター（言語聴覚士）が各機関と連携し、ケースカンファレンス

等を通じて支援者に対する情報提供や助言を行った。 

 

 ③結果 

実施回数 延べ104回（電話50回/メール34回/対面20回） 

対象機関 内容 

県立聴覚特別支援学校 

・難聴児の医療、療育、教育に関するカンファレンス 

・人工内耳（適応、マッピング、出力制限装置、ロジ

ャーシステムの必要性、合理的配慮）に関する情報

提供 

・担当教諭向け指導・研修の実施相談 

・補聴器装用の勧奨依頼 

・難聴児向け冊子の内容相談 

実施回数 延べ55回（電話20回/メール24回/対面11回） 



医療機関 

・通院の難聴児（人工内耳装用、補聴器装用、英語使

用）に関する情報交換 

・新生児聴覚スクリーニング後の医療機関と教育機関

との連携について意見交換 

・補聴器の助成申請に必要な診断書に関する情報交換 

実施回数 延べ22回（電話20回/対面２回） 

行政関係 

・神戸市教育委員会事務局より、通級指導教室への巡

回相談・実地指導・研修実施の依頼 

・リーフレット、情報提供冊子の追加送付依頼 

実施回数 延べ13回（メール８回/対面５回） 

障害児通所支援事業所 
・医療や療育の内容、通園方法などについて情報収集 

・過去に実施した研修の情報提供 

実施回数 延べ６回（電話４回/メール１回/対面１回） 

通級指導教室 

（きこえとことばの教室） 

・難聴を伴う唇裂・口蓋裂児に関するケースカンファ

レンス、情報提供 

・難聴児におけることばの聞き取り検査の方法とポイ

ントについて情報提供 

実施回数 延べ４回（電話３回/対面１回） 

市立小学校 ・人工内耳装用児に関するケース相談 

実施回数 延べ３回（電話） 

協議会委員 ・聴覚補助器具に関する情報提供 

実施回数 延べ１回（メール） 

 

 

（３）家族支援の実施 

①現状 

 聴覚障害児の家族に対し、各機関において可能な範囲内での支援は行ってい

たが、新生児聴覚スクリーニング検査後の家族へのフォロー体制や、市内の

聴覚障害児支援体制全体を俯瞰した情報提供や必要な支援機関への繋ぎが十

分ではない。 

 

②実施内容及び手法 

 家族からの相談窓口を中核機能に整備し、対面・電話・メールでの相談を受

け付けた。 

 家族からの相談にコーディネーター（言語聴覚士）が対応し、適切な情報提

供を行った。 

 令和４年度に作成した新生児聴覚スクリーニング検査で「精密検査が必要

（リファー）」と判定された新生児の保護者向け情報提供冊子を活用した。 

 



③結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

実施回数 延べ91回（電話48回/対面32回/メール11回） 

対象者 内容 

０歳～１歳 

・新生児聴覚スクリーニング検査でリファーと判定されたケー

スの精密聴力検査の内容や今後の処遇について 

・難聴診断後の対応について（医療・人工内耳・補聴器・療育・

関わり方） 

実施回数 延べ22回（電話13回/対面９回） 

１歳～就学前 

・インクルージョン時の合理的配慮について 

・聴覚補助器具（補聴器・人工内耳・ロジャーシステム・タッチ

スクリーンマイク）に関する情報提供 

・言語や構音の発達について 

・身体障害者手帳の交付手続きについて 

・療育施設の紹介 

実施回数 延べ16回（電話９回/対面７回） 

小学生 

・学校生活における合理的配慮について 

・教育に関する情報提供、進路相談 

・聴覚補助器具（補聴器・人工内耳・ロジャーシステム）に関す

る情報提供 

・人工内耳装用児の歌唱や楽器演奏の能力について 

実施回数 延べ29回（電話11回/対面13回/メール５回） 

中学生 
・学校生活における合理的配慮について 

・リスニング試験（高校入試）の配慮について 

実施回数 延べ２回（電話２回） 

高校生 
・リスニング試験（大学入試）の配慮について 

・LID（聴覚情報処理障害）の疑いについて 

実施回数 延べ９回（電話８回/対面１回） 

大学生 
・学校生活における合理的配慮について 

・人工内耳装用におけるロジャーシステムの公的助成について 

実施回数 延べ13回（電話５回/対面２回/メール６回） 

 

 

（４）巡回支援の実施 

①現状 

 保育所・幼稚園・学校等への支援については、これまでも神戸市立まるやま学

園難聴児クラス（神戸市総合療育センター内）による保育所等訪問支援や、通

級指導教室担当教員による巡回相談に取り組んでいる。 

 本モデル事業を開始したことで、聴覚障害児を対象にした、保育所・幼稚

園・学校等に対する巡回支援の仕組みができた。 



 

②実施内容及び手法 

 コーディネーター（言語聴覚士）が対象機関を巡回訪問し、当該機関の支援

者に対し、小児の難聴・聴覚障害に関する技術的支援や情報提供、ケースカ

ンファレンスを通じた助言・指導を行った。 

 コーディネーターが関係機関との連携や巡回支援を行う中で、各機関におい

て抱える問題の解決方法や必要とする情報を取りまとめ、「支援者向け冊

子」を新たに作成した。 

 

③結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

実施回数32回 

対象機関 内容 

県立聴覚特別 

支援学校 

・聴覚補助器具（補聴器・人工内耳・ロジャーシステム）に関す

る情報提供及びケースカンファレンス 

・合理的配慮に関するケースカンファレンス 

・セルフアドボカシーの内容や構築方法について意見交換 

・難聴生徒の情報共有 

実施回数 20回 

通級指導教室 

（きこえとことば

の教室） 

・実地視察および指導・助言 

実施回数 ７回 

保育所 ・在籍する難聴児における補聴器の使用方法や関わり方の助言 

実施回数 ２回 

小学校 
・実地視察および合理的配慮に関する助言 

・人工内耳装用児における合理的配慮の効果の観察・助言 

実施回数 ２回 

特別支援学級 ・在籍する難聴児における教育と医療の情報交換 

実施回数 １回 

 

 

 

（５）聴覚障害児の支援方法に係る研修の実施 

①現状 

 神戸市総合療育センターや特別支援教育機関等、聴覚障害児支援の専門機関

においては、従来から職員や関係者に対する研修を実施してきている。 

 本モデル事業を開始したことで、聴覚障害児に携わる支援者（保育所・幼稚

園・学校・障害児通所支援事業所等の支援者、医療機関、保健師等）に対す

る研修の仕組みを構築することができた。 

 



②実施内容及び手法 

 聴覚障害児に携わる支援者に対して、小児難聴医療や聴覚障害児支援に関す

る研修を、対象者の知識や理解度に応じて講義形式で実施する。一部Zoomを

活用したリモート研修を開催し、研修のオンデマンド配信も併せて行うこと

で、日時の制約なく幅広い対象者の受講を可能としている。  

 

③結果（対象者、研修回数及び研修内容等） 

〇聴覚障害児支援研修会（オンライン／会場／後日オンデマンド配信） 

 〇会場研修 

実施月 研修テーマ 対象者 受講実績 

６月 

・重複障害を伴った難聴児への対応 

・難聴小児の療育と教育～神戸市総合療育センタ

ーまるやま学園ひばりクラス～ 

保育所・

幼稚園・

学校・障

害児通所

支援事業

所、医療

機関、行

政機関等

の支援者 

129機関 

12月 

・インクルーシブ教育での合理的配慮について 

～難聴幼児・学童の場合～ 

・兵庫県立神戸聴覚特別支援学校における乳幼児

保護者支援 

・聴覚特別支援学校での教育活動について 

130機関 

２月 ・幼小児難聴医療・療育の歴史と現状と将来展望 166機関 

実施月 対象および研修テーマ 受講実績 

県立聴覚特別支援学校 

４月 ・人工内耳での音楽の聞き取り 
幼稚部職員 

10名 

８月 ・人工内耳小児に対する装用閾値検査・ことばの聞き取り検査 教諭５名 

10 月 

・コクレア社製人工内耳の雑音抑制機能について 

幼稚部・ 

保育相談 

教諭６名 

・人工内耳医療の最新情報について 

① Nucleus8 と新機能 

② 新しいロジャーonV2 について 

③ 難聴児の構音指導について 

④ 難聴児への聴覚言語指導の趨勢 

職員15名 

市立保育所 

５月 

・難聴とかかわり方研修 ～軽・中等度難聴児（補聴器使用）が

在籍、小児難聴の基礎的な知識、補聴器の使用方法や禁忌、難

聴児への言葉がけや関わり方～ 

保育士６名 

通級指導教室（きこえとことばの教室） 

７月 ・難聴小児の医療と言語発達 教諭約40名 

９月 
・難聴の理解と指導 

・言語障害の理解と指導 
教諭約50名 



 

４．考察 

（１）本事業の実施前後で改善したこと 

 本市の聴覚障害児支援に携わる医療・保健・福祉・教育の連携がより深ま

り、協議会を通じて各分野の課題共有や意見交換を行うことができている。 

 家族からの相談窓口を中核機能に整備したことで、市民にとってワンストッ

プの相談窓口を構築することができ、対面・電話・メールでの相談も可能に

なった。 

 令和５年３月には、新生児聴覚スクリーニング検査で「精密検査が必要（リ

ファー）」と判定された新生児の保護者向けに、聴覚障害児の医療・保健・

福祉・教育についての包括的な情報をまとめた情報提供冊子を作成した。 

 巡回支援や研修会を開催することで、聴覚障害児支援に携わる支援者の人材

11月 

・難聴児の選別検査としての囁語法聴力検査 

・滲出性中耳炎 

・インピーダンスオーディオメトリー検査の概要とティンパノ

グラムの読み取り方 

教諭５名 

・難聴小児の問題点と教育 

・ことばの発達を伸ばす指導内容について 

・音場での語音聴力の実施方法について 

教諭６名 

・側音化構音の指導の方法 

・口蓋化構音の指導の方法 

・滲出性中耳炎とティンパノグラムの読み取り方 

教諭６名 

・滲出性中耳炎小児のきこえに関する評価方法 

・協調運動障害に関連した構音不明瞭児の評価と対応方法 

・口蓋裂言語と鼻咽腔閉鎖機能不全 

・鼻咽腔閉鎖機能不全評価の方法とその結果から何が分かるか 

教諭６名 

・難聴小児についての最近の医療情報 

・難聴児への聴覚言語指導の趨勢 

・セルフアドボカシーとその構築 

教諭45名 

12月 

・インピーダンスオーディオメトリーのうち、ティンパノグラム

の読み方 

・難聴児での口蓋化構音の訓練方法 

・難聴児の言語発達指導 

・難聴児に対する合理的配慮 

教諭５名 

・難聴小児の問題点と教育 

・ことばの発達を伸ばす指導内容について 

・音場での語音聴力の実施方法について 

教諭６名 

・難聴児での口蓋化構音の訓練方法 

・滲出性中耳炎小児のきこえに関する評価方法 

・難聴を伴う口蓋裂学童の構音と鼻咽腔閉鎖機能不全について 

・吃音学童の指導方法について我が国の趨勢について 

教諭６名 



育成を行う持続的な仕組みづくりに取り組んでいる。 

 難聴児に携わる支援者が、小児難聴医療、療育や言語指導に関する知識を獲

得する機会が少なく、支援方法にばらつきがあることから、コーディネータ

ーが関係機関との連携や巡回支援を行う中で、各機関において抱える問題の

解決方法や必要とする情報を取りまとめ、支援者向け冊子を令和５年 12 月に

作成した。 

 

（２）本事業を実施した中で効果的と考えられる取組 

 協議会の開催により、聴覚障害児支援に携わる医療・保健・福祉・教育の機

関における課題の共有と、相互連携による全市的な聴覚障害児支援の推進を

図ることが可能となる。 

 相談対応の窓口を中核機能に整えることで、家族や支援機関からの相談に一

元的に対応することができ、精密検査や支援へ確実につなぐ仕組みの構築が

可能となる。 

 家族向け情報提供冊子の作成により、聴覚障害児の医療・保健・福祉・教育

についての包括的な情報を提供することで、家族が情報収集に要する負担や

支援者の説明時における負担を軽減することができる。 

 コーディネーターによる巡回支援や研修会の開催、支援者向け冊子の活用に

より、地域の聴覚障害児支援の底上げにつながる。 

 

５．今後の展望 

 聴覚障害を早期に発見し、適切な支援に確実につなぐために、新生児スクリ

ーニング検査後の状況把握と情報の共有について引き続き関係機関と協議を

進める。 

 作成した家族向け情報提供冊子および支援者向け冊子を活用しながら家族支

援、巡回支援、研修を行う。 

 難聴児の日常生活や学校生活支援にも活用できるような難聴児向け冊子の作

成や、難聴児同士のコミュニケーションの場の設置について検討する。 

 聴覚障害児が通う地域の保育所、幼稚園、障害児通所支援事業所、学校等へ

の巡回支援や、支援者向けの研修等を定期的・継続的に実施することで、地

域全体の聴覚障害児支援の質の向上を図る。 

 難聴児・聴覚障害児への切れ目のない支援に当たっては、県単位の広域的な

観点も考慮に入れることが欠かせないため、兵庫県との連携を進める。 

 

６．参考資料（別添） 

（１）概要のポンチ絵：神戸市における聴覚障害児支援機関の相関図 

（２）参考資料 

聴覚障害児支援に携わる関係者向け冊子「難聴児支援のハンドブック」 

（表紙・目次） 

 


